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２（１）日本列島及び周辺域の長期・広域の地震・火山現象 

            

   「日本列島及び周辺域の長期・広域の地震・火山現象」計画推進部会長 松澤暢 

                          （東北大学大学院理学研究科） 

 地震・火山現象に関する予測システムを構築するためには、まず何よりも枠組みを明

確にしなければならない。日本で地震や火山噴火が発生するのは、日本列島がプレート

沈み込み帯に位置しているためであるが、プレート沈み込みによって地震・火山噴火が

生じる機構は完全には解明されていない。その基本的な仕組みを解明し、長期的に見た

ときに日本列島はどのような場にあるのかを明らかにすることが、本研究計画の目標で

ある。 

 具体的には、日本列島及びその周辺域で、長期的なプレート運動とそれに伴う応力場

を明らかにし、上部マントルにおける水の供給・輸送過程とマグマの生成・上昇機構を

明らかにして、これらの流体と地震発生との関係を解明することが重要である。このた

めには、マグマ等の地殻流体の分布を含む広域の地殻・上部マントル構造を明らかにし、

また、地震活動と火山活動の相互作用に関する研究を推進する必要がある。さらに、地

震現象の予測精度向上に不可欠な地震発生サイクルに関する理解を深めるために、アス

ペリティやセグメントの破壊様式についての過去の活動履歴を明らかにすると同時に、

長期的な内陸の地殻歪の時空間分布を解明する必要がある。 

 このような観点から、本研究計画においては、下記の５項目について観測研究が実施

されている。 

ア．列島及び周辺域のプレート運動、広域応力場 

イ．上部マントルのマグマの発生場 

ウ．広域の地殻構造と地殻流体の分布 

エ．地震活動と火山活動の相互作用 

オ．地震発生サイクルと長期地殻ひずみ 

 以下では、これらの項目順に従って、平成 24 年度（2012 年度）の成果の概略について

述べる。なお、2011 年 3 月 11 日に発生した東北地方太平洋沖地震（M9.0）の発生を受け

た建議の見直しにより、超巨大地震に関わる新たな項目が立てられ、特に「オ．地震発

生サイクルと長期地殻ひずみ」からいくつかの課題が新たな項目に移動した。ここでは

重複を避けるために、それらの移動した課題については触れないが、今後の展望につい

ては、超巨大地震に関する部分も述べることにする。 

 
ア．列島及び周辺域のプレート運動、広域応力場 

 日本列島およびその周辺域のプレート運動を理解するために、VLBI（超長基線電波干

渉計）の国際・国内観測とアジア・太平洋地域での GNSS 連続観測（国土地理院［課題番

号：6013］）、および SLR（衛星レーザー測距）国際共同観測（海上保安庁［課題番号：

8005］、海上保安庁、2011）を実施した。VLBI 観測により得られたデータを解析するこ

とで得られた日本列島及び周辺地域のプレート運動を図 1 に示す（国土地理院［課題番

号：6013］）。また、SLR 観測により求められた下里の 1997～2012 年の期間の座標変化

を図 2 に示す（海上保安庁［課題番号：8005］）。 

 2011 年東北地方太平洋沖地震は M9.0 という巨大な地震であり、プレート運動を理解
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するためにも、この地震がどのようにして生じたのかを理解することは重要である。 

 地震波形のインバージョン解析や地震前後のメカニズム解の変化等から、2011 年東北

地方太平洋沖地震では、プレート境界面上に蓄えられたほとんど全てのひずみが解放さ

れたと考えられる（Hasegawa et al., 2011、深畑他，2012）ため、応力降下量の見積も

りなどから絶対応力レベルの推定が可能である。応力降下量の慎重な推定により、海溝

から震源付近まで約 10MPa という値が得られた（図 3）。プレート境界面上でほぼ全ての

ひずみを解放するには摩擦力を極端に下げる何らかのメカニズムが必要であり、摩擦発

熱による間隙流体圧の上昇（thermal pressurization）の可能性も考えられる（Mitsui et 

al., 2012a, b）。またこの地震開始初期の 1 Hz GPS データから、最初の大きなモーメ

ント解放が地震発生約 20 秒後から気象庁震源の約 35 km 西で始まったこと（Fukahata et 

al., 2012）、また、モーメント解放の立場でみればそのピークは海溝寄りではなくむし

ろ震源付近であること（Chiba et al., 2012）をそれぞれ明らかにした（東京工業大学

［課題番号：1603］）。 

 この太平洋沖地震を理解するために、超巨大地震を伴う島弧のひずみ蓄積／解放過程

について、東北日本弧と世界の他の沈み込み帯とを比較した（図 4）。東北日本弧におい

ては、太平洋岸で急速な沈降が観測される一方で、第四紀後期の旧汀線高度は緩慢な隆

起を示す。東北日本では幅広い固着領域の浅部のみが地震時に滑り、割れ残った深部固

着域で余効滑りが起こると考えられる。このような深部固着は、他の超巨大地震発生帯

には存在しない可能性が高い。日本海溝に沈み込んでいるプレートの年齢は極めて古く

従って低温であるから、このように深い固着域が存在するのは熱的な原因によると考え

られる（東京工業大学［課題番号：1603］、池田ほか，2012、Ikeda, 2012）。 

 次に、2011 年東北地方太平洋沖地震の断層深部延長の余効的すべりと地殻・上部マン

トルの粘弾性的回復の両面から地震時の沈降及び地震発生以前の長期的な沈降を回復さ

せるモデルについて検討した。地震後約 7 か月間の余効すべりを推定した結果をもとに

断層面を 9 枚の短冊状の長方形で近似し、上述の仮説の通り、120km まで余効滑りが進

行した場合の上下地殻変動の分布とプレート運動方向の上下変動プロファイルを図 5 に

示す。深さ 120km まで約 3.5m の余効滑りを与えることにより、海岸線が地震時の沈降量

の約１m を回復することができると考えられる。また、球対称粘弾性地球モデルを用い

て粘弾性余効と地震時及び余効滑りの量をすべて考慮した場合、断層モデルの与え方に

よっては、約 1000 年とされる地震サイクルで上下変動量が微弱な隆起を示すという地形

学的な証拠と整合性のある条件が存在することが示された（東京大学地震研究所［課題

番号：1410］）。 

 一方、西日本の広域の応力場の特徴を明らかにするため、香川西部-燧灘-高縄半島に

発生する地震を詳細に調べ、正断層型の地震が高縄半島や燧灘西部に発生していること

がこれまでに明らかになっていたが、本年度は燧灘東部の地震のメカニズム解を詳細に

調べた。その結果、横ずれ型が最も多く、正断層型が最も少ないことがわかった。した

がって、予察的結果ではあるものの、燧灘東部では正断層型の応力場が卓越している可

能性が低いことが明らかになった（高知大学［課題番号：2102］）。 

 

イ．上部マントルとマグマの発生場 

 火山の噴火の源となるマグマはマントルウェッジ内で作られると考えられるが、メル
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トを生じるためには H2O が供給される必要があり、その大元は沈み込んだスラブに由来

すると考えられる。 

 東北地方のスラブ内地震に見られる太平洋プレート上部境界での PS変換波の走時を用

いて地震波速度トモグラフィを行い、海洋性地殻の面的な P 波速度分布を調べた結果、

図 6 に示すように、深さ 60-90km の範囲において、得られた P 波速度は、岩石学的モデ

ルや室内実験から期待される速度よりも 10%程度遅いことが明らかになった。この結果

は、前弧域では海洋性地殻が多量の水（自由水）を保持していることを強く示唆してお

り、また、速度構造から期待される水の分布域と地殻内地震分布とは非常に良い対応を

示している（東北大学［課題番号：1203］）。  

 近地および遠地地震の走時データを用いて、日本列島下における深さ 700km までの三

次元 P 波速度構造を詳細に決定した結果、図 7 に示すように、九州下ではフィリピン海

プレートが深さ 430km まで沈み込んでいること、九州地方下のマントルウエッジには斜

めの低速度域が明瞭に分布し、それは東シナ海下から火山フロント下まで連続的に存在

することなどが明らかになった（東北大学［課題番号：1203］）。 

 沈み込み帯における噴出するマグマ及び地殻物質は、マントルで製造されたマグマの

分化した最終生成物である。その成因を解明するために、海洋性島弧（伊豆小笠原マリ

アナ弧）において、無人探査機を用いて調査を行った結果、海底火山、及び火山島の海

底斜面に、初生マグマを見い出し、さらに記載岩石学的及び地球化学的分析・解析によ

り、一つの火山に二種の初生マグマが存在することを明らかにした（海洋研究開発機構

［課題番号：4002］）。 

 一方、火山岩及び地下水・温泉・熱水系の調査・サンプリングに基づき、テクトニッ

クセッティングとスラブ流体の起源の関係性を明らかにした。特に中部地方に産出する

火山岩について、流体量の制約と、数値シミュレーションを合わせて、太平洋プレート

とフィリピン海プレートの二重のスラブ沈み込み帯でのマグマ生成過程の定量的モデル

化に成功した（Nakamura and Iwamori, 2013）。その結果、中部地方の下では、ソース

マントルが二重のスラブからもたらされた液相濃集元素に富むこと、かつ主にガーネッ

ト橄欖岩がソリダス近傍の低温で融解するために、アダカイトとよばれる高 Sr/Y 比を有

する岩石を産出することが分かった（図 8）。従来、アダカイトはスラブ溶融を伴う高温

沈み込み帯で産出するという定説があったが、中部日本のような極めて低温の場におい

て、むしろそのようなマグマが生成されることが分かった。一方、中国地方の白亜紀花

崗岩のジルコン年代及び同位体分析結果に基づき、スラブ溶融を伴う火成活動の機構に

制約を与えつつある。これらの研究結果は、沈み込み帯の物質循環の多様性を、沈み込

むスラブ、ウエッジ対流、テクトニックセッティングに関わる基本パラメータの組合せ

で再現できることを意味しており、一般化に成功しつつあると言える（東京工業大学［課

題番号：1603］）。 

 

ウ．広域の地殻構造と地殻流体の分布 

 上記のようにマントルにスラブから供給された H2O はやがて近くに達し、そこで地震

発生の原因となっていると考えられるため、このような地殻流体の状態と分布を調べる

ことは極めて重要である。このような流体の検知には比抵抗測定が有効であると考えら

れる。 



- 87 - 
 

 濃尾地震断層周辺域について、2012 年 5 月までのデータを用いて３次元インバージョ

ンを行って推定された構造を図 9 に示す。図 9b に示ように濃尾地震断層域直下の中部地

殻は、1kΩ-m を超える高比抵抗域と推定された。跡津川断層周辺域での構造研究の考察

から、地震発生域は高地震波速度、高比抵抗であり、流体の存在を示すと考えられる低

地震波速度，低比抵抗層がバリアとなって地震のサイズを決定するのではないかとの議

論がなされたことを考慮すると，濃尾地震断層が走った南南東方向にバリアとなる流体

存在域がなかったことが，濃尾地震がＭ８クラスの大地震になった一つの要因としてあ

げられるのかも知れない。ただし、流体の存否に関して，高比抵抗域は流体が孤立して

存在する領域であるとも解釈できるため，上記の議論のためには地震波速度構造との対

比による検討が必要である（東京大学地震研究所［課題番号：1411］）。 

 一方、図 9cに示すように，福井－岐阜県境付近の上部マントル内に東西に連なる低比

抵抗域が決定された。低比抵抗域は、図 10 の南北断面図に示されるように、100km 以深

の深部から立ち上るかのような形状を示していて、沈み込むスラブからの脱水によるも

のである可能性が高く、その流体の存在が、本研究エリアでは福井－岐阜県境を走る新

潟－神戸ひずみ集中帯のひずみ集中に関わっている可能性がある。本ターゲットエリア

ではフィリピン海スラブはその撓曲のために 40-60km にその上面が決定されていて、明

らかに低比抵抗域の最深部はその下部に位置している。このため、本地域での深部低比

抵抗帯は、フィリピン海スラブの下に横たわる太平洋スラブからの脱水を示唆する。こ

れは図 8 に示した火山岩及び地下水・温泉・熱水系の調査・サンプリングに基づいて推

定された中部地方下流体移動モデルと良く整合してる（東京大学地震研究所［課題番号：

1411］）。 

 これまで秋田県内で得られた MT 法による観測データについて、TM モードと TE モード

を併用してインバージョン解析を行い、新たな構造モデルを算出した。それぞれの測線

についての解析結果を図 11に示す。震源の位置と比抵抗の関係をみると、比抵抗の急変

部で普段の地震活動が生じている傾向が明瞭になった（秋田大学［課題番号：1301］）。 

 蔵王火山および福島盆地西縁断層を含む地域で、これまで 28 観測点において広帯域

MT 観測を実施してきたが、今年度はこれらに加えて、このエリアの北東に隣接する長町

利府断層の 61 観測点の既存データをコンパイルした。さらに６観測点の追加観測を行

った。これらから、データの品質の良い全 95 観測点のデータを選び、インピーダンス

の全成分を使った３次元解析を行った。この結果、長町利府断層の深部延長に低比抵抗

ブロックが解析され、その北西縁の高比抵抗部で東北地方太平洋沖地震以降の誘発地震

が多発している。地殻内流体の移動が誘発地震をトリガーしたと推定される（東京工業

大学［課題番号：1601］）。 

 西南日本弧を横断する測線（鳥取西部・島根東部-広島-愛媛-高知西部）に関する地

殻・マントル上部の比抵抗構造調査として、未測定エリアである広島東部から愛媛今治

大三島に至る山陽から瀬戸内海地域で観測を行った。また、このエリアの電磁気ノイズ

環境の調査状況を考慮して、山陰地方の島弧縦断方向の不均質構造の解明を充実させる

調査研究も加えて実施した。その結果、鳥取県中西部の地震(2002 年、Mj5.3) 発生域

でも山陰地方地震活動帯で確認された深部低比抵抗領域が連続して存在する可能性を示

すデータが得られた（鳥取大学［課題番号：2001］）。 

 以上のように比抵抗測定から地殻流体の存在が推定されているが、それ以外に、地震
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波の速度、減衰、散乱からも地殻流体の存在が推定されている。 

 北海道下において地震波減衰構造を求めた結果、複数の地質帯・地質境界との明確な

対応が見られ、大きな低 Q 領域が日高主衝上断層の西側の深さ 0-70km で見いだされた。

また、1970 年 M7.1 日高山脈南部地震の震源はこの低 Q 領域の東端に位置し、1982 年

M6.7 浦河沖地震の震源も低 Q 領域中で最も低い値を持つ領域に位置しているという特徴

がある。さらに、地震波低速度異常域内部での特異な微小地震活動（Kita et al., 2012）

も、この最も低い値を持つ低 Q 領域に集中している。これらの結果は、内陸大地震や微

小地震活動の発生が、流体や含水鉱物の空間分布と関係する可能性を示唆している（東

北大学［課題番号：1204］）。 

 「ひずみ集中帯の重点的調査観測・研究」による稠密機動地震観測の記録を用いて P

波減衰構造を推定した。解析の結果、深さ 10km では越後平野、新潟県中越沖地震の余震

域北西部、及び新潟県中越地震の余震域南部において、地震波速度の低速度域と調和的

な高減衰(低 Q)領域が存在することが分かった。一方、新潟・長野県境から長野県北部

にかけての信濃川に沿った活断層帯の北西側では、地震波速度については低速度である

ものの、減衰構造でみると低減衰(高 Q)であることが分かった。より深部においては、

全体的には低減衰(高 Q)領域の中に、局所的に火山に対応する高減衰(低 Q)領域の存在を

確認することができた（防災科学技術研究所［課題番号：3009］）。 

 遠地Ｐ波のトランスバース成分解析を Hi-net データに適用した結果、火山あるいは

火山と断層域近傍の領域は、断層域のみのある地域よりも、統計的に短波長不均質強度

がやや大きいことがわかった（Nishimura, 2012）。一方、北部伊豆小笠原弧において、

多重前方散乱による見かけの振幅減衰を考慮し、S 波減衰の三次元構造を推定した結果、

北部伊豆小笠原弧は前弧側で減衰が非常に弱く、火山下は周囲に比べ強い減衰を示すこ

とがわかった。ランダム速度不均質と減衰因子を比較すると、北部伊豆小笠原弧の火山

下の媒質は東北日本前弧側と類似し、東北日本の火山下は、不均質性と減衰が特に強い

媒質といえることがわかった（東北大学［課題番号：1204］）。 

 長野県西部地域において、10kHz サンプリングの地震観測データの特長を生かして、

詳細な P 波速度（Vp）、S 波速度（Vs）、Vp/Vs 構造を推定した結果を図 12 に示す。断

層に直交する２つの断面における推定値が示されている。特徴的な領域について見てみ

ると、Region A では地震活動が活発で、Vp が小、Vs は大、Vp/Vs は非常に小さくなっ

ており、一方、Region C では地震活動がほとんど無く、Vp がやや大、Vs は普通、

Vp/Vs はやや大となっている。地震活動は、地震波速度が遅いところでは少なく速いと

ころで多い傾向があるが、Vp/Vs の方がより相関が良く、Vp/Vs の小さなところに震源

が集中しているように見える（京都大学防災研究所［課題番号：1806］）。 

 このことを定量的に検討するために、図 13 に、各グリッドの Vp/Vs 値と地震数の関

係を示した。図 13b に Vp/Vs 値とその値をとるグリッドの数との関係を示したが、

Vp/Vs が 1.75 以上の値をとるグリッド数は全体の半分近くある。一方、図 13a の Vp/Vs 

値毎の地震数の関係を見ると、Vp/Vs が 1.75 以上の値をとるグリッドでは地震はほと

んど発生していないことがよく分かる。さらに個々の Vp/Vs の値のグリッドに発生する

平均的地震個数をプロットした図 13c ではその傾向はさらに顕著で、Vp/Vs が 1.65 以下

のグリッドは数少ないものの、そこに地震が集中して発生する傾向があることがわかる。

このように、長野県西部地域においては、地震活動と Vp/Vs 比の関係が非常に良いこと
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が分かった（京都大学防災研究所［課題番号：1806］）。 

 長野県西部地域では、竹田・他(1999) によりクラックのない岩石本体の速度が求め

られており、ここで推定された速度はいずれも岩石本体の速度より小さいため、クラッ

クとその中の流体の有無で解釈可能である。Vp/Vs の大きな領域では、薄いクラックを

満たした水の効果により、非地震・非弾性変形が進行して、地震が起こりにくいものと

推定される。このような非弾性変形が発生していれば、その周囲で応力集中を起こし、

応力場が回転することが期待される。このことを、標準的な応力逆解析手法により検討

した結果、やはり Vp/Vs の大きなグリッドの周囲で応力場が回転しているように見える

ものの、残念ながら今のところ、その違いは 95%の信頼区間を越えて有意ではないこと

がわかった。今後、さらにデータを蓄積して、この関係が有意となるかどうかの検証を

行うことが重要である（京都大学防災研究所［課題番号：1806］）。 

 2010 年 11 月下旬から今年度の 6 月下旬にかけて展開した和歌山地域を横断する長さ

約 90km の南北測線上の稠密地震計アレイデータの解析を行った。和歌山地域の地震活

動は深さ 10km 以浅に位置し、地震発生層の下限が活動域の中心部では縁辺部に比べて

浅くなる、上に凸状の形状を示すことが明らかになった。地震発生域の深部延長部には、

顕著な低速度体が存在し、下部地殻全体が低速度を示す。この低速度体の分布と活発な

非火山性地震の分布との間には、明瞭な空間的な対応関係が見られる。2009 年度に地

震発生域の南部で取得された比抵抗構造(Uyeshima et al., 2010) を参考にすると、こ

の低速度体は地殻内の流体である可能性が高い（東京大学地震研究所［課題番号：

1412］）。 

 2011 年 7 月から 2012 年 3 月にかけて展開された、和歌山地域南部を東西方向に横

断する稠密地震計アレイのデータを用いて地震波トモグラフィー解析をおこなった結果、

やはり南北測線同様に、地震発生域直下に低速度体がイメージングされ、地殻流体の存

在を示唆する。東部において地震発生層の下限が浅くなるが、それに応じて低速度層の

上端も浅くなっており、地震発生域の深部延長部に存在する地殻流体が、非火山性地震

の発生と密接な関連があると考えられる（東京大学地震研究所［課題番号：1412］）。  

 紀伊半島下のフィリピン海プレート内で発生したスラブ内地震の地震波動を、Hi-net

で得られた地震記録波形の解析と数値シミュレーションによって調査した。3 次元媒質

中での波動場計算よる理論記象と観測記録の結果、観測記録中のチャネル波の振幅を説

明するためには、海洋性地殻が低速度層であるだけでなく、地震波動場を効率的にトラ

ップし、振幅を保持する何らかのメカニズムが必要であることが分かった（防災科学技

術研究所［課題番号：3009］）。 

 地震波干渉法を用いて、東北日本弧のウェッジマントル内部の反射・散乱構造のイメ

ージングを行った結果、図 14に示すように、反射的なウェッジマントルおよび透明な沈

み込むスラブのイメージングに成功した。ウェッジマントル内部でも前弧側よりも火山

フロント直下・背弧側で顕著な反射・散乱体の存在を示唆する結果が得られた。ウェッ

ジマントル内部の反射・散乱体は地震波トモグラフィーで得られた P 波低速度体の周辺

に分布する（東北大学［課題番号：1204］、Ito et al., 2012）。  

 ひずみ集中帯周辺域の地下構造を調査するため、佐渡島から猪苗代湖周辺に展開した

直線アレイの観測データを用いたレシーバ関数解析を行った。その結果、佐渡島の深さ

25km 付近、越後山脈の下 35km 付近にモホ面と思われる変換面の存在を確認した。また、
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越後山脈周辺の下部地殻は地震波速度が南北方向により速く伝わる異方性構造を示すこ

とが分かった（防災科学技術研究所［課題番号：3009］）。 

 西南日本の P 波方位異方性構造を推定した結果、図 15 に示すように、九州地方下の背

弧マントルウエッジの異方性は海溝軸に直交するのに対し、前弧マントルウエッジの異

方性は海溝軸に平行であるという、東北日本弧の同様の性質を示すことが明らかになっ

た（東北大学［課題番号：1204］）。 

 

エ。地震活動と火山活動の相互作用 

 九州中南部地域下におけるマグマの生成に関するモデルを構築するためは、フィリピ

ン海プレートからの脱水やマントルウェッジ内の流体の挙動を解明する必要がある。 

 霧島山周辺で新燃岳モニタリング用に行われている臨時観測点と Hi-net の定常観測点

を含めて、宮崎市から阿久根市まで九州南部を横断する稠密リニアアレイを構築し、暫

定的なレシーバ関数イメージを得た（図 16）。西北西に傾き下がるフィリピン海スラブ

内の海洋モホ面を深さ 120 km まで確認することができる。ただし、深さ 70 km くらいか

らレシーバ関数イメージから読み取れる海洋モホ面と黒丸で示される深発地震面との間

に開きが生じるが、これは水平成層構造を用いたイメージングによるバイアスであり、

今後補正する必要がある。大陸モホ面は、測線の中～西部では深さ 30～35 km にみられ

るが、東部のウェッジ域では不明瞭である。これは、ウェッジ部がスラブ起源流体の影

響で低速度化し、モホ面が高速度層上面ではなくなっているためと考えられる。宮崎市

付近の深さ 40 km のプレート境界面は安定すべり域である可能性が高い（京都大学防災

研究所［課題番号：1805］）。 

 九州地域での Network-MT 法観測によるデータをもとにした広域比抵抗構造の 2 次元解

析結果を図 17 に示す。3 次元比抵抗構造解析により、得られたモデルの妥当性に関して

検討を加えた結果、火山フロントの主要火山の地下には、背弧側深部から沈み込むプレ

ートの上面に沿うように浅部までに至る低比抵抗異常域が不連続に存在していることが

明らかになった。一方、沈み込むプレートを含め火山フロントより前弧域は、概ね高比

抵抗であるが、逆に、非火山地域では、前弧域のプレート上面から浅部にわたり、火山

地域と比較して低比抵抗値を示しているがわかった（京都大学防災研究所［課題番号：

1805］）。 

 別府−島原地溝帯を中心として、九州地域のひずみ速度分布、応力分布、地震発生層

の厚さ分布を従来よりも高い精度で明らかにし、平均的間隙水圧分布を推定した。別府

地域に大きなひずみが集中しており、そこでは微小地震活動が高いことが明らかになっ

た。この地域は地震発生層の厚さが他の地域と比べて薄く、このためにひずみ速度が大

きくなることが示された。この結果は応力比の空間変化からも支持され、ひずみ集中メ

カニズムに関して重要な知見が得られた。さらに、間隙水圧は別府−島原地溝帯西部で

比較的低く、断層地域では高い結果が得られるなど、地震発生特性との関連が示唆され

た（九州大学［課題番号：2201］）。  

 一方、地殻構造に関しては、平成 23年度に実施された制御震源地震探査のＰ波初動デ

ータを用いて、トモグラフィー解析により高精度の地震波速度構造断面が得られた（図

18）。速度構造には顕著な水平方向の速度不均質が見られ、臼杵‐八代構造線を境にし

て、南側の付加帯が存在する領域よりも北側の火山岩類や火砕流堆積物が見られる領域
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で、低速度領域が厚くなる特徴を示す。特に、別府−万年山断層帯の下部は深部まで低

速度領域が延びている（九州大学［課題番号：2201］）。 

 また、レシーバ関数解析の結果では、図 19に示すように、布田川・日奈久断層に平行

な帯状の領域でモホ面が周囲よりも浅部に存在することがわかった。この帯状の領域は、

一方の境界が布田川・日奈久断層であり、別府−島原地溝がこの領域内に存在する。こ

の領域の内側では外側に比べてモホ面の深度が 5-10km 浅い。多田(1993)は、島原半島を

南北に横切る測線上で観測された重力値をもとに、島原半島を中心とする幅 50km の領域

でモホ面が最大で 10km 上昇していると推定しており、今回の解析結果はそのフォワード

モデリングと調和的である。この帯状の領域の直下では、マントルの上昇流が存在する

可能性がある。ただし、レシーバ関数解析によるモホ面深度の特徴は、別府−島原地溝

帯の東部（別府地域）における地震発生層の厚さや応力・ひずみ分布とは調和的である

が、地溝帯西部とは必ずしも整合的ではないように見えるため、今後更なる検討と総合

モデルの構築が必要である（九州大学［課題番号：2201］）。 

 上記のような広域の構造に加えて、火山周辺の詳細な構造探査と、火山活動の推移と

地震等の地殻活動の関係を調べる研究も実施された。 

 富士山直下の比抵抗構造を調べるために設置された広帯域 MT 探査と AMT 探査の観測点

の分布を図 20 に示す。今年度は、太平洋沖地震の直後の 2011 年 3 月 15 日に富士山直下

で発生した M6.4 の地震の震源域を通る北西‐南東方向の測線（図 20 の白点線）に沿っ

た断面での比抵抗構造を二次元解析（図 21 左）と三次元解析（図 21 右）から推定した。

得られた構造では、両者とも 2011 年 3 月 15 日の地震とその余震の震源域が低比抵抗と

なる結果が得られているが、この結果の有意性については、今後、更に検討する必要が

ある（東京大学地震研究所［課題番号：1413］）。 

 東海地震と連動した富士山の噴火可能性評価のため、富士山地下周辺の静的な応力変

化に加え、粘弾性を考慮した準静的応力変化の検討を行なった。粘弾性による影響は、

震源域では 100 年で約 77％程度に緩和されるのに対し、富士山下マグマだまりの境界付

近では 7％程度の増加があることがわかった。また、火道内における気液二相マグマの上

昇過程の数値的・解析的研究を実施した。特に非爆発的噴火から爆発的噴火への遷移過

程を再現する時間発展モデルを開発し、地球物理学的観測データとの比較が可能な、火

道内圧力変動プロセスなどの数値シミュレーションを引き続き実施した（防災科学技術

研究所［課題番号：3010］）。 

 伊豆大島において、ハイブリッド重力測定（絶対重力観測点を基準として相対重力測

定から絶対重力値を推定）を 2012 年 10 月に実施した。 2009 年 6 月に実施した同様の測

定の結果と比較して得られた重力変化を図 22 に示す。特徴として、(a)中央火口近傍の

重力増加（+10～+30μgal）、及び (b)カルデラ内北東部の重力減少（-10～-40μgal）

を確認した。特徴（a）については、火口近傍の 1km 程度の狭い範囲では、5～6cm の沈降

が生じていることが、国土地理院の水準測量（2008 年 10 月～2012 年 10 月）で明らかに

なっている。そのため重力にもフリーエア効果だけで 20μgal 程度の増加が期待され、

観測された 10～30μgal 程度の増加と概ね整合している。特徴(b)については、島全体の

北東上がり（南西下がり）の傾動が引き続き生じていることが、水準測量で明らかにな

っており、これにより、北東部の重力減少の一部（10μgal 程度）は説明可能であるが、

それでもなお説明しきれない重力減少（20μgal 程度）が残る。地下水起源の擾乱が、こ
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の重力減少に含まれている可能性もある。図 22の重力変化と、国土地理院の水準測量結

果および GNSS の F3 解をデータとして、変動のソースモデルを計算した。変動源として

は、島の中央付近のやや深部（5km 程度）の膨張源と、極浅部（1km 程度）の収縮源とを

想定し、それぞれを Mogi Source として扱った。その結果、2008/2009 年から 2012 年ま

での３～４年間に、浅部では 90 万 m3 の収縮、深部では 800 万 m3 の膨張が生じているこ

とがわかった。深部へのマグマ蓄積量は、重力変動が小さいため、確定することができ

なかった（東京大学地震研究所［課題番号：1413］）。 

 2007 年～2011 年の期間における ALOS/PALSAR データ及び解析ソフトウェア StaMPS を

用いた PS-InSAR 時系列解析を桜島火山に適用した結果を図 23 に示す。これまでノイズ

が少ないと思われる InSAR 解析結果にスタッキングを行うことで桜島北部における地盤

の隆起が面的に検出されていたが、これとほぼ同様な結果がより客観的な解析方法で検

出された（京都大学防災研究所［課題番号：1805］）。 

 霧島(新燃岳)山の北西約 18km の伊佐観測点においては、2011 年 1 月 26 日からの噴火

活動の推移に対した歪変動が捉えられたが、その後の解析で各噴火前に、噴火時の約 

1/100 程度(1.0×10-9)で、数時間先行する山体膨張を示す先駆的変動が確認されてい

る。 

また、図 24に示すように、2008 年 8月の小規模な噴火の際にも、噴火時のスッテップ状

の変化と、噴火の 6 約日前から山体膨張を示すひずみ変化が記録されていることが確認

された（京都大学防災研究所［課題番号：1805］）。 

 

オ．地震発生サイクルと長期地殻ひずみ 

 超巨大地震に関わる課題は別項目に移動したため、ここでは主として内陸の活断層に

関わる研究を行った。 

 越後平野東縁の笹神丘陵を横断する約 8km 区間で高分解能反射法地震探査を行い、共

通反射点重合処理法により解析を行った。その結果、測線東部では基盤の花崗岩類を覆

う堆積層が約 30度の西傾斜で分布しており、月岡断層はこの反射面群と平行に位置し、

層面すべりによって形成されていることがわかった。測線西部の 1.5km 以浅ではやや緩

傾斜になるが、堆積層は同様に西傾斜を示す。一方、測線中央部から西部の深さ約 2.5 

km 付近の領域では、やや凸型を示す反射面が卓越する。阿賀野川沿いの深部反射のイメ

ージと合わせて検討すると、月岡断層は、越後山地西縁の東傾斜の逆断層である主要断

層とともにウエッジスラストを形成していると推定される。従って、東傾斜の逆断層が

震源断層として重要であり、二次的な断層である月岡断層よりも変位量が大きいものと

推定される（東京大学地震研究所［課題番号：1414］）。 

 強震動予測の精度を高める要請の高い都市域周辺において活断層地形を新たに発見し

たことから、活断層の地質学的認定及び、累積変位量を明らかにするため、群馬県太田

市龍舞において５本の群列ボーリング調査を行った（図 25）。群馬県東部農業事務所が

収集したボーリングコアも含めた地形地質断面図を図 25下に示す。である。断層下盤側

にあたる既設 no.5 において YP（浅間板鼻黄色軽石）とみられるテフラが確認でき、この

YP は過去のトレンチ調査で断層上盤側で認められ、今回のボーリング調査の No.1 と

No.5 でも認められている。既設 no.5 と断層上盤側の YP の層位は、ともに砂〜シルト層

中の水中堆積であり、ほぼ同じ環境下に堆積している。一方、断層を挟む高低差は２～
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３m あり、これは両地点間に YP 以降に断層変位があったことを強く示唆する。また、下

部で認められた礫層は、下盤側では深さ５m（下盤側の水田の高さを０とする）ぐらいで

一定しているのに対して、断層上盤側では、深さ０mであり、５m以上の変位が認められ

る。このことから、礫層は YPよりも多く断層変位を受けている可能性が高い。今後、さ

らにテフラ分析やコアの詳細な記載などを実施し、詳細な検討をすすめる予定である

（名古屋大学［課題番号：1704］）。 

 糸魚川－静岡構造線活断層系中部の塩尻峠周辺には、北西－南東走向の左横ずれ断層

が複数並走する（図 26 左）。最近の活動性が不確かな断層について、牛伏寺断層や岡谷

断層などで報告されている活動時期との関係を検討するために、塩尻峠の南側に位置す

る岡谷市西山地点においてトレンチ調査を実施した（図 26）。２条の断層の東側の活断

層トレースに沿っては、下流側（東側）隆起のバルジ状の高まりが形成されており、そ

の西側斜面の傾斜変換点付近を断層が通過するものと推定し、掘削をおこなった。トレ

ンチに露出した地層には、壁面にはほぼ垂直に近い高角な活断層が数条認められた（図

26 右）。断層は腐植質土壌をくさび状に落ち込ませるように変形させ、それより上位の

表土に覆われる。現在、年代測定を実施中であり、その結果にもとづき活動時期と回数

を推定し、本断層と並走または延長上に位置する他の活断層で報告されている活動時期

との関係について検討する予定である（名古屋大学［課題番号：1704］）。 

 

これまでの課題と今後の展望 

 2011 年東北地方太平洋沖地震は、100 年という地球物理学的知見では把握しきれない

巨大な地震が発生しうることを如実に示した。本来、「長期・広域」の研究は、このよ

うな地震の解明も大きな目標であったはずであり、十分な解明がなされないうちに巨大

な災害が生じてしまったことは極めて残念であるが、津波堆積物の解析により、過去の

巨大な地震の概要が、2010 年にはかなり明らかになっていたことを忘れてはならない。

これまで「長期・広域」の研究対象の時間的スケールとして、地震の数サイクルを考え、

数百年程度のイメージしていたが、超巨大地震の再来間隔が数百年～千年程度と考えら

れるため、今後は数千年以上の活動履歴を調べる必要がある。これは地質学・地形学的

調査に頼らざるを得ない。一方、研究対象の空間スケールとしては、プレートの相対運

動を理解するために千 km～数千 km 程度を考えていたが、今後は地球規模を対象とし、

他の沈み込み帯での超巨大地震の観測データと比較することが極めて重要となる。その

ような「長期・広域」から「超長期・グローバル」への転換が今後必要である。 

 今回、M9 の地震を「想定外」としてしまったのは、（１）東北のような古いプレート

が沈み込むところで M9 の地震が起こるはずがない、（２）海溝近くで巨大な歪エネルギ

ーを蓄えられるはずがない、という二つの思い込みが主たる原因であった。またアスペ

リティ・モデルを単純化しすぎたことも問題であった。今後は、単純なモデルでかなり

の部分が説明できても、必ず説明できない部分が残るのが地球物理学の世界であること

を忘れないようにし、また、「大きな地震が起こりにくい」、ということが理論的に確

かめられても「大きな地震が起こりえない」ということを証明したことにはならないこ

とを忘れないように注意することが必要である。 

 上記のような誤った思い込みが生じた理由の一つが、海域のデータの不足にあったこ

とは否めない。日本のような島弧に発生する地震の全体像を正しく把握するためには、
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今後、海域の観測を充実させる必要がある。 

 一方、陸域についても、地震発生のサイクルは活断層の研究から推定されているにす

ぎず、同じ場所で繰り返し大地震が発生する理由については、いくつかの仮説はあるも

のの、その検証は不十分である。今後は、観測のみならず実験やシミュレーションの研

究とも連携して、内陸の歪エネルギー蓄積・応力集中過程と強度低下過程を解明し、か

つ定性的説明にとどまらず、定量的モデルを構築していくことが必要である。特に地殻

流体との関係の解明が地震発生メカニズムの理解にも火山噴火のメカニズムの理解にも

極めて重要である。 

 以下、各項目の課題と展望について述べる。 

 「ア．列島及び周辺域のプレート運動、広域応力場」については、海外との共同観測

研究により、日本周辺のプレート運動は次第に明らかになってきている。また、東北地

方太平洋沖地震の前に海岸が沈降し、また地震時にも沈降した理由について、説明はつ

けられている。しかし、この沈降がいつ、どのようにして解消されるのかは、まだ不明

のままである。今後、プレート運動による島弧の変形について、三次元不均質や非弾性

効果を入れたシミュレーションによって理解する必要があり、そのためには、海域も含

めた広域の構造探査と、今回の地震の地殻応答の観測が極めて重要となっている。 

 「イ．上部マントルのマグマの発生場」については、スラブ内の岩石の脱水の状況や、

マントルウェッジ内の流体の分布が、明らかになってきているのは大きな進歩である。

特に、マントルウェッジは、火山の下とそれ以外で異なっていることが、地震波速度分

布のみならず比抵抗分布からも見えつつある。今後、シミュレーションについても、二

次元解析にとどまらず、三次元解析を進め、火山の下でのみマグマが上昇してくる理由

について解明する必要がある。 

 「ウ．広域の地殻構造と地殻流体の分布」については、地殻流体や三次元不均質と地

震発生との関係が次第に明らかになってきている。大地震は基本的に高速度・高比抵抗

の場所で起こり、普段の地震活動は、高速度・高比抵抗領域の中ではあるが、低速度・

低比抵抗領域の境界付近で発生しているように見える。これは、低速度・低比抵抗領域

で非弾性変形が進み、そこに隣接している高速度・高比抵抗領域に応力が集中している

と考えれば理解できる。さらに、今回、長野県西部の低 Vp/Vs 域に普段の地震活動が集

中していることが明らかになった。この低 Vp/Vs 域は石英の濃集域である可能性が高い

と考えられるが、その場合、このような領域が地殻深部にあれば、周囲よりも低速度と

なっていることに注意が必要である。また、流体の地震発生に及ぼす役割として、これ

まで間隙圧の上昇の効果が強調されてきたが、流体が非弾性変形を促進し、周囲に応力

集中をもたらす効果についても、十分な検討が必要である。今後、上記のような観点か

ら地殻内の地震発生について、より定量的なモデルを構築していく必要がある。 

 「エ．地震活動と火山活動の相互作用」については、フィリピン海プレート北端と九

州を中心として、様々な観測研究が行われてきた。2011 年東北地方太平洋沖地震のあと、

各地の火山で地震活動が活発化した。地震直後の一時的な活発化は、地震波によって地

下のシールが破れ、深部高圧流体が浅部に移動したためと考えれば理解できるが、この

ような超巨大地震が地下のマグマそのものに及ぼす影響は、時間をおいて現れる可能性

があり、たとえばスマトラの例を見ても、貞観地震の例を見ても、今後、数十年は要注

意である。逆に、これらの観測から、地震発生や火山噴火のメカニズムの理解が進む可
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能性があり、地震活動と火山活動の相互作用に関する研究は今後も重要である。 

 「オ．地震発生サイクルと長期地殻ひずみ」については、超巨大地震に関わる部分は

別項目となったが、一回り小さな地震で周期的な活動が見られるものや、活断層で繰り

返し発生する地震について、まだ十分に理解が深まったとは言えず、今後、そのような

地震の理解が超巨大地震の理解にも繋がると期待される。その際に重要なことは、完全

な固有地震モデルに執着しすぎないことである。実際の地震活動は、GR 式に代表される

ような、特徴的規模を持たない地震と、小繰り返し地震に代表されるような、決まった

規模を示す地震の両極端の間にあると考えられる。すべての地震が完全にランダムに発

生しているというのは間違っているが、一方、すべての地震が完全に規則的に起こって

いると考えるのも間違いである。どこまで決定論的に予測が立てられるのか、今後、実

験や物質科学、シミュレーション等の専門家と一緒に研究を進めていく必要がある。 
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